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令和４年度名古屋港管理組合公共事業評価委員会 

議 事 概 要 

 

１ 開催日時：令和４年９月１日（木） １４時００分～１４時４０分 

 

２ 開催形式：WEB会議形式 

 

３ 開催場所：名古屋港管理組合 本庁舎 7 階研修室（事務局） 

 

４ 出 席 者 

・ 委員  

秀島栄三 委員長（名古屋工業大学大学院 教授） 

内田俊宏 委員 （中京大学 客員教授） 

西脇明典 委員 （西脇法律事務所 弁護士） 

・ 事務局 

名古屋港管理組合 建設部長、建設部担当部長、事業推進課長ほか 5名 

・ 傍聴者 なし 

 

５ 会議次第 

（１）開会 

（２）事務局挨拶 

（３）委員長選出・委員長挨拶 

（４）議題 

海岸保全施設整備連携事業（昭和ふ頭地区）における、事業計画の変更（事業期間の
延伸及び事業費の増額）に伴う再評価 
 

（５）質疑回答 

（６）閉会 
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６ 対象事業の概要・再評価（案） 

名古屋港海岸 海岸保全施設整備連携事業（昭和ふ頭地区） 

（１）事業の概要 

名古屋港海岸は、昭和３４年の伊勢湾台風での未曾有の高潮被害を契機に、伊勢湾等高潮
対策事業（昭和３４～３８年度）において、高潮・波浪等の災害から背後の人命や財産を守
るため、延長約２６．４ｋｍの防潮壁（護岸・胸壁）が海岸保全施設として整備され、５０年
以上が経過している。 
この間、平成７年には阪神・淡路大震災が、平成２３年には東日本大震災が発生し、地震

調査委員会が公表する長期評価による地震発生確率において、南海トラフ沿いにおける今後
マグニチュード８～９クラスの地震が発生する確率は、３０年以内で８０％とされている。 
また、平成２６年に愛知県及び名古屋市が公表した南海トラフ地震による津波浸水想定に

おいては、防災の目標レベルとする過去の地震を考慮した最大クラスの地震により防潮壁な
どの防護施設が被災した場合、背後に広がる市街地や工業地帯において浸水被害が想定され
ている。 
本事業の対象とする昭和ふ頭地区は、背後に住宅が密集し災害時の救護の拠点となる病院

や指定避難所となる学校が立地しているほか、化学メーカーや特殊鋼メーカーの工場を中心
に多数の事業所が立地しており、防潮壁により人口８万人と面積７６０haを浸水被害から防
護している。 
地震発生時には液状化による防潮壁の被災や津波による浸水被害が想定されることから、

背後の人命や財産を守るため、海岸保全施設の地震・津波対策が必要となる。 
更に、隣接する天白川では愛知県により地震・津波対策が進められており、令和２年度に

昭和ふ頭に近接する地区の整備が完了している。 
ついては、昭和ふ頭地区において河川整備事業と連携し早期に海岸保全施設整備を完了す

ることで防護機能を強化するものである。 
 
 
事業名称：名古屋港海岸 海岸保全施設整備連携事業（昭和ふ頭地区） 

整備施設：護岸（改良）６６６ｍ（全体※１，００３ｍ） 

 

事業期間 ：平成３１年度～令和８年度(全体※ 平成２４年度～令和８年度) 

（変更前）：平成３１年度～令和６年度(全体※ 平成２４年度～令和６年度) 

 

総事業費 ：約１４．３億円（全体※１５．３億円） 

（変更前）：    ５．９億円（全体※ ６．９億円） 

 
 ※全体とは、今回対象の補助事業に加え、交付金事業（平成２４年～３０年度）を含んだ時の数字である。 
 

（２）事業の効果 

・本事業を実施することにより、津波による背後地域への浸水被害を防止することができ

る。 

＜定性的な効果＞ 

・浸水防護により第 1 次及び第 2 次緊急輸送道路の機能を維持し、緊急物資輸送を含めた

物流の継続が可能となるとともに、背後地域の企業の経済活動の継続が可能となる。 

・津波等による浸水被害に対して、地域住民が感じている不安を解消できる。 

＜定量的な効果＞ 

・浸水地域の被害軽減 
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（３）位置図・詳細図 
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大江ふ頭 

昭和ふ頭 

船見ふ頭 

昭和ふ頭地区詳細図 

防潮壁  

河川堤防（愛知県・名古屋市管理） 

整備計画区間（補助事業） 

整備済区間（補助事業） 

整備済区間（交付金事業） 

凡例 

補助事業 0.67km 

連携対象事業（愛知県） 

港湾局所管海岸 29km 

水管理・国土保全局所管海岸 24km 

農村振興局所管海岸 7km 

凡例 

名古屋港広域図 【位置図】 

名古屋港海岸 
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（４）再評価（案） 

事業名 名古屋港海岸 海岸保全施設整備連携事業（昭和ふ頭地区） 

所在地 愛知県 名古屋市 事業主体 名古屋港管理組合 

事業期間 
平成３１年度～令和８年度 
（変更前：平成３１年度～令和６年度） 

総事業費 
１４．３億円 

（変更前：５．９億円） 

目的・必要性 
地震発生時には液状化による防潮壁の被災や津波による浸水被害が想定されること

から、背後の人命や財産を守るため、海岸保全施設の地震・津波対策が必要となる。 

評価の基となる需要予測 浸水被害軽減額 

費

用

対

効

果

分

析 

費

用

便

益

分

析 

貨幣換算した主要な費用 調査・設計費、整備費 

貨幣換算した主要な便益 一般資産等被害額、公共土木施設被害、公益事業等被害額 

費用の生じる時期 平成２４年度 

効果の生じる時期 令和９年度 

社会的割引率 ４％ 現在価値化の基準年度（評価実施） 令和４年度 

事業全体の 

投資効率性 

総費用（C） １５億円（割引後） 総便益（B） ３８億円（割引後） 

Ｂ／Ｃ ２．５ Ｂ－Ｃ ２３億円 
経 済 的 内 部 収 益 率

（EIRR） 
11.1％ 

残事業の 

投資効率性 

総費用（C） ７．７億円（割引後） 総便益（B） ３８億円（割引後） 

Ｂ／Ｃ ５．０  

要因別 

感度分析（B/C） 

需要 建設費 建設期間 

-10％ +10％ +10％ -10％ +10％ -10％ 

２．２ ２．７ ２．４ ２．６ ２．５ ２．５ 

定量的・定性的な効果 

・本事業を実施することにより、津波による背後地域への浸水被害

を防止することができる。 

・浸水防護により緊急輸送道路の機能が維持され、緊急物資輸送を

含めた物流の継続が可能となるとともに、背後地域の企業の経済

活動の継続が可能となる。 

評

価

視

点 

（１）事業の必要性 

・背後に住宅や事業所等が立地しており、津波による甚大な浸水被害

が想定されることから、背後の人命や財産を守るため、海岸保全施

設の地震・津波対策が必要。 

・事業を実施した場合の費用対効果分析結果 

 Ｂ／Ｃ＝２．５（残事業５．０） 

（２）事業の進捗の見込み 

・令和４年度末時点での進捗率は、４１％であり、完成の見込みが十

分ある。 

・港湾利用企業との調整も順調に進んでいる。 

（３）コスト縮減や代替案立案等

の可能性 

・設計（断面検討等）・積算の段階において工法の経済比較を行いコス

ト縮減を行う。なお、新工法についても検討の対象とする。 

対応方針（原案） 継  続 

対応方針（原案）の決定理由 
事業全体・残事業ともに、十分な事業の投資効果及び進捗の見込みが

確認されたため、継続が妥当であると考えられる。 
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７ 議事概要 

（１）委員会結果 

 名古屋港海岸 海岸保全施設整備連携事業（昭和ふ頭地区）について、事業を継続す

るという対応方針（案）を適当と認める。 

 

（２）主な質疑と回答 

 

意見・質問 回答 

前回の事業評価と比較して、今回

の再評価では、費用対効果（B/C）

が低下しているが、これは特異なこ

とであるのか。 

B/C を低下させる直接的な要因としては、事業費の増加

や便益の減少が挙げられます。また、事業期間の延伸や

評価年次の更新も、B/C を変化させる要因となります。事

業着手後に再評価を行った場合に、当初の事業評価より

も B/C が低下した事例はあり、特別ということではありませ

ん。 

事業進捗を図るためには、背後の

港湾利用企業との調整が重要な要

素となりうるが、これらの対応につい

て、どのように考えているのか。 

本事業は、災害発生時も企業活動の維持・継続や、生

命・財産を防護する役割があることなど、港湾利用企業に

は、その重要性についてご理解いただいており、調整は概

ね順調に進んでいます。今後も出来る限り企業活動に支

障を生じさせないよう、施工方法についての協議を継続

し、検討を進めていく予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

（連絡先 名古屋港管理組合建設部事業推進課 電話０５２－６５４－７９２４） 


